
 
第第 44 節節  ググロローーババルルママーーケケッットトのの戦戦略略的的なな開開拓拓  
 

 

国内においては、消費者の低価格志向に加え、今後、⼈⼝減少や⾼齢化により、農林⽔
産物・⾷品の消費の減少が⾒込まれます。農業・農村の持続性を確保し、農業の⽣産基盤
を維持していくため、輸出を拡⼤していくことが重要です。令和 2(2020)年 3 ⽉に閣議決
定した⾷料・農業・農村基本計画等において、令和 7(2025)年に 2 兆円、令和 12(2030)
年に 5 兆円とする農林⽔産物・⾷品の輸出額の⽬標が設定されました。 

本節では、輸出の状況や輸出環境の整備、輸出に向けた海外への商流構築やオールジャ
パンのプロモーションの取組、⾷産業の海外展開の動向、地理的表⽰(GI1)保護制度や家畜
遺伝資源2の保護について紹介します。 

 
((11))  農農林林⽔⽔産産物物・・⾷⾷品品のの輸輸出出促促進進  
アア  輸輸出出のの状状況況  
((農農林林⽔⽔産産物物・・⾷⾷品品のの輸輸出出額額はは 88 年年連連続続でで過過去去最最⾼⾼額額をを更更新新))  

令和２(2020)年の農林⽔産物・⾷品の輸出額は、世界的な新型コロナウイルスの感染拡
⼤の影響を受け、上半期は前年同期⽐で 8.2％減少しましたが、年間では前年に⽐べ 1.1％
(96 億円)増加の 9,217 億円となり、8 年連続で過去最⾼額を更新しています。また、少額
貨物等を含む輸出額は、前年に⽐べ 1.5%(148 億円)増加の 9,860 億円となっています(図図
表表 11--44--11)。特に、鶏卵やぶどうといった家庭⾷向けの輸出が増加したほか、上半期は低迷
した⽜⾁や⽇本酒が、販売⽅法の改善等により下半期は回復したことにより、農林⽔産物・
⾷品の輸出が増加しました。国・地域別には、中国で⽇本酒や⽇本産ウイスキー等のアル
コール飲料が⼈気となったほか、ベトナム向けに粉乳やかつお・まぐろ類の輸出額が増加
しました。 

 

 
1 Geographical Indication の略 
2 ⽤語の解説3(1)を参照 

図表 1-4-1 農林⽔産物・⾷品の輸出額 

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 少額貨物は、１品⽬ 20 万円以下の貨物。貿易統計には計上されていないことから、別に⾦額の調査を実施 

2) ＊は令和 2(2020)年の数値に少額貨物等を加えたもの 
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イイ  輸輸出出阻阻害害要要因因のの解解消消等等にによよるる輸輸出出環環境境のの整整備備  
((輸輸⼊⼊規規制制にに対対ししてて政政府府⼀⼀体体ととななっってて戦戦略略的的にに取取りり組組むむ体体制制をを構構築築))    

農林⽔産物・⾷品の輸出に関しては、これまで、輸出先国による⾷品安全等の規制につ
いて、担当省庁が複数にまたがることにより、輸出先国との協議や証明書発⾏、施設認定
に時間を要し、輸出に取り組む事業者の負担となっていました。 

このような課題に対応するため、令和２(2020)年４⽉に輸出促進を担う司令塔として、
農林⽔産⼤⾂が本部⻑を務める農林⽔産物・⾷品輸出本部が農林⽔産省に創設されました
(図図表表 11--44--22)。同本部では、輸出を戦略的かつ効率的に促進するための基本⽅針や実⾏計
画(⼯程表)を策定し、進捗管理を⾏うとともに、関係⼤⾂等が⼀丸となって、輸出先国に
対する輸⼊規制等の緩和・撤廃に向けた協議、輸出証明書発⾏や施設認定等の輸出を円滑
化するための環境整備、輸出に取り組む事業者の⽀援等を実施しています。 

 

 
((動動植植物物検検疫疫協協議議にによよりり 77 つつのの国国・・地地域域のの 77 品品⽬⽬でで輸輸出出がが解解禁禁⼜⼜はは検検疫疫条条件件がが緩緩和和))  

農林⽔産省では、実⾏計画に基づき、農林⽔産業及び⾷品産業の持続的な発展に寄与す
る可能性が⾼い輸出先国及び品⽬から優先的に協議を進めています。 

輸出解禁の取組は、産地の要望を踏まえ、農林⽔産省が相⼿国・地域への解禁要請を⾏
うことから始まります。その後、相⼿国・地域において疾病や病害⾍のリスク評価がなさ
れ、さらに、検疫条件の協議が⾏われることで輸出解禁へと⾄ります(図図表表 11--44--33)。この
ような⼀連の協議の結果、令和２(2020)年度は、マカオ向けの⽜⾁について 30 か⽉齢の
⽉齢制限が撤廃され、⻑期肥育による最⾼級⽜⾁の輸出が可能となるなど、7 つの国・地
域の 7 品⽬で輸出が解禁⼜は検疫条件が緩和されました(図図表表 11--44--44)。 
 

図表 1-4-2 農林⽔産物・⾷品輸出本部の体制 

資料：農林⽔産省作成 
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((放放射射性性物物質質にによよるる輸輸⼊⼊規規制制措措置置のの緩緩和和・・撤撤廃廃))  

東京電⼒福島第⼀
とうきょうでんりょくふくしまだいいち

原⼦⼒発電所(以下「東電福島第⼀原発」という。)の事故に伴い、
多くの国・地域において、⽇本産農林⽔産物・⾷品の輸⼊停⽌や放射性物質の検査証明書
等の要求・検査の強化といった輸⼊規制措置が実施されています(図図表表 11--44--55)。 

これらの輸⼊規制を実施している国・地域に対し、我が国が実施している安全確保のた
めの措置やモニタリング結果等の科学的データ等の情報提供を⾏ってきた結果、令和２
(2020)年度において、モロッコ、エジプト、レバノン、アラブ⾸⻑国連邦、イスラエル等
で輸⼊規制措置が緩和・撤廃されました。この結果、輸⼊規制措置を設けた 54 か国・地
域のうち、39 か国・地域で輸⼊規制措置が撤廃されました。 

図表 1-4-4 令和 2(2020)年度に輸出が解禁⼜は検疫条件が緩和された国・地域と品⽬ 

資料：農林⽔産省作成 

⽉ 輸出先国・地域 品⽬ 内容
⽶国 なし ⽣産地域の拡⼤と品種制限の撤廃
マカオ 鶏⾁ 輸出の解禁

５⽉ タイ かんきつ類
かんきつ類の病気（SOS）の発⽣調査
及び⼀部の⽣産地域での合同輸出検査の撤
廃

マカオ ⽜⾁ 30か⽉齢の⽉齢制限の撤廃
サウジアラビア ⽜⾁ 輸出の解禁

８⽉ 豪州 いちご 輸出の解禁

EU
⿊松盆栽（錦松盆栽を
含む。）

輸出の解禁

シンガポール ⾷⾁製品 第三国輸⼊原料の使⽤の解禁

４⽉

10⽉

６⽉

図表 1-4-3 輸出解禁に向けた検疫協議の⼿続の流れ 

資料：農林⽔産省作成 

検疫条件の協議

（リスク評価段階の例）
中国︓⽜⾁、鶏⾁
韓国︓⽜⾁
フィリピン︓豚⾁
⽶国︓豚⾁、さくらの切り枝
EU ︓豚⾁
台湾︓豚⾁、鶏⾁、トマト
トルコ︓⽜⾁
カナダ︓もも
豪州︓もも
タイ︓⽞⽶
ベトナム︓ぶどう
インド︓なし、スギ
メキシコ︓精⽶

（要請段階の例）
韓国︓豚⾁
インドネシア︓鶏⾁
フィリピン︓鶏卵

輸
出
解
禁
・
条
件
緩
和

（検疫協議段階の例）
中国︓⽜乳、乳製品、ぶどう
ロシア︓鶏⾁、鶏卵
マレーシア︓鶏⾁
⽶国︓鶏⾁、メロン
タイ︓かんきつ類（薬剤処理の代替措置）
インド︓りんご
豪州︓なし（全ての都道府県の解禁等）、うん

しゅうみかん（全ての都道府県の解禁等）
ＮＺ︓かんきつ類（品⽬の拡⼤等）
ベトナム︓うんしゅうみかん
フィリピン︓いちご

相⼿国・地域
への解禁要請

相⼿国・地域における
リスク評価
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((投投資資円円滑滑化化法法改改正正案案をを国国会会にに提提出出))  

農林⽔産物等の輸出を始めとする、農林⽔産・⾷品分野での新たな取組にチャレンジす
る事業者にとっては、リスクに対応した⼗分な資本装備が必要となっています。 

このため、農林⽔産省は、農業法⼈だけでなくフードバリューチェーンに携わる事業者
全てを投資対象にすること等を内容とする「農業法⼈に対する投資の円滑化に関する特別
措置法の⼀部を改正する法律案」を令和 3(2021)年２⽉に国会に提出しました。これによ
り、農林⽔産・⾷品分野における資⾦調達の選択肢を増やし、⺠間主体からの資⾦供給を
より得られやすい環境を整備することを⽬指しています。 

 
((GGFFPP ググロローーババルル産産地地計計画画))  

海外市場のニーズや輸出先国の求める農薬規制・衛⽣管理等に対応した⽣産・加⼯体制
を構築するため、農林⽔産省は、JETRO(独⽴⾏政法⼈⽇本貿易振興機構)等と協⼒して、
農林⽔産物・⾷品輸出プロジェクトである GFP1を通じ、グローバル産地づくりや、輸出
に意欲的な農林漁業者や⾷品事業者等のサポートと連携に取り組んでいます。令和
2(2020)年度には、「GFP グローバル産地」として 63 産地を採択しています(図図表表 11--44--66)。
農林⽔産省では、これらの産地において GFP グローバル産地計画の達成に向けた取組等
を⽀援しています。 

 
 

 
1 Global Farmers/Fishermen/Foresters /Food Manufacturers Project の略称 

図表 1-4-5 東電福島第⼀原発事故による主な輸出先国・地域の輸⼊停⽌措置の例 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和 3(2021)年２⽉５⽇時点。輸出額・順位は令和 2(2020)年の数値 

2) 上記５か国・地域のほか、⽶国は⽇本での出荷制限品⽬を県単位で輸⼊停⽌ 
3) 中国は 10 都県以外の野菜、果実、乳、茶葉等(これらの加⼯品を含む。)について放射性物質検査証明書の添付を求めているが、放射

性物質の検査項⽬が合意されていないため、実質上輸⼊が認められていない。 
 

国・地域
輸出額
(順位)

輸⼊停⽌措置対象県 輸⼊停⽌品⽬

⾹港
2,066億円

(1位)
福島 野菜、果物、⽜乳、乳飲料、粉乳

宮城、福島、茨城、栃⽊、群
⾺、埼⽟、千葉、東京、⻑野

全ての⾷品、飼料

新潟 コメを除く⾷品、飼料

台湾
981億円

(4位)
福島、茨城、栃⽊、群⾺、千葉 全ての⾷品（酒類を除く。）

⽇本国内で出荷制限措置がとら
れた県

⽇本国内で出荷制限措置がとられた
品⽬

⻘森、岩⼿、宮城、福島、茨
城、栃⽊、群⾺、千葉

⽔産物

マカオ
24億円
(26位)

福島
野菜、果物、乳製品、⾷⾁・⾷⾁加
⼯品、卵、⽔産物・⽔産加⼯品

韓国

中国
1,645億円

(2位)

415億円
(6位)
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((22))  海海外外へへのの商商流流構構築築等等とと⾷⾷産産業業のの海海外外展展開開のの促促進進  
アア  海海外外へへのの商商流流構構築築、、ププロロモモーーシショョンンのの促促進進  
((GGFFPP 等等をを通通じじたた輸輸出出⽀⽀援援))  

GFP の Web サイトを通じて登録すると、専⾨家による無料の輸出診断や輸出商社の紹
介、登録者同⼠の交流イベントへの参加等のサービスを受けることができ、その登録者数
は令和２(2020)年度末時点で 4,572 件となっています。このうち輸出診断の対象者である
農林⽔産物・⾷品事業者は 2,622 件となっており、令和 2(2020)年度においては、261 件
に輸出診断(うち、訪問診断 76 件)を⾏いました。また、オンラインによる交流会を開催し、
海外バイヤー等から登録者に対し現地マーケット情報等を共有したほか、GFP による農林
⽔産物・⾷品事業者と商社等のマッチングを⾏いました。 

さらに、JETRO による国内外の商談会の開催や、海外⾒本市への出展⽀援等において、
輸出者への総合的な⽀援を⾏ったほか、⽇本⾷品海外プロモーションセンター(JFOODO)
により、国・地域及び品⽬を絞り込み、売り込むべきメッセージを明確にした重点的・戦
略的なプロモーションを実施しました。また、団体・⺠間事業者等により、輸出拡⼤が期
待される具体的な分野・テーマについて、欧⽶やアジアでの花き等の海外市場の開拓・拡
⼤に向けた取組を⽀援しました。 

 
 

図表 1-4-6 令和 2(2020)年度に採択された GFP グローバル産地 

資料：農林⽔産省作成 

北海道
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秋⽥
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栃⽊群⾺

埼⽟

千葉東京
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新潟

富⼭⽯川
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滋賀京都

⼤阪

兵庫

奈良

和歌⼭

⿃取
島根 岡⼭
広島

⼭⼝
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⾹川

愛媛
⾼知

福岡
佐賀

⻑崎
熊本

⼤分

宮崎
⿅児島

沖縄

1 帯広市川西農業協同組合 ながいも

2 北海道産米輸出促進協議会 米

3 十勝清水町農業協同組合 にんにく

4 オホーツク網走農業協同組合 ながいも

5 北海道チクレン農業協同組合連合会 牛肉

6 新ブランド農産物生産組合　あっさぶ　農匠 南瓜

北北海海道道ブブロロッックク（（６６産産地地））

北海道

16 下妻市果樹産地協議会 梨

17 なめがたしおさい農業協同組合 かんしょ

18 千葉県 (株)和郷 かんしょ

19 みなみ信州農業協同組合 市田柿

20 あっぷるぼういず りんご

21 ながの農業協同組合 ぶどう・りんご

22 静岡県温室農業協同組合　クラウンメロン支所 メロン

23 静岡オーガニック抹茶(株) 茶

24 青羽根製茶生産組合茶工房たくみ 茶

25 大塚製茶(株) 茶

26 MATCHA　KAORI　JAPAN(株) 茶

茨城県

長野県

静岡県

関関東東ブブロロッックク（（1111産産地地））

27 新潟県 新発田市米輸出促進協議会 米

28 富山県 (有)グリーンパワーなのはな 米・米加工品

29 (株)エコファームみかた 梅酒

30 (株)アジチファーム 米加工品
福井県

北北陸陸ブブロロッックク（（４４産産地地））

31 飛騨ミート農業協同組合連合会 牛肉

32 岐阜県農林水産物輸出促進協議会 柿、いちご

33 三重県 三重みかん輸出産地形成プロジェクト みかん

東東海海ブブロロッックク（（３３産産地地））

岐阜県

34 京都府 京都府農林水産物・加工品輸出促進協議会 京野菜、梨

35 大阪府 大阪府・大阪府立環境農林水産総合研究所 ブドウ（ワイン）

36 和歌山県 紀北川上農業協同組合 柿

近近畿畿ブブロロッックク（（３３産産地地））

37 岡山県 全農岡山県本部 桃、ぶどう

38 (株)農家ソムリエーず かんしょ・加工品

39 (株)阪東食品 かんきつ果汁

40 西地食品(有) かんきつ果汁

41 徳島魚市場(株) 鮮魚

42 えひめ愛フード推進機構 盆栽

43 愛南漁業協同組合 マダイ、他

44 愛媛県 スマ

45 高知県 JA高知市三里園芸部 花（グロリオサ）

徳島県

中中国国四四国国ブブロロッックク（（９９産産地地））

愛媛県

46 福岡県 九州農産物通商(株) 柿

47 佐賀県 うれしの茶グローバル産地協議会 茶

48 (株)アグリ・コーポレーション かんしょ・加工品

49 対馬水産(株) 穴子

50 くまもと農業成長産業協同組合 青紫蘇・加工品

51 (株)イチゴラス いちご

52 みやざき『食と農』海外輸出促進協議会 きんかん

53 (株)くしまアオイファーム かんしょ

54 宮崎県漁業協同組合連合会 ぶりフィレ

55 (株)ミヤチク 牛肉

56 ジャパンキャビア(株) キャビア

57 みやざき地頭鶏事業協同組合 鶏肉

58 (株)かぐらの里 ゆず加工品

59 (株)高千穂ムラたび 甘酒、米菓

60 鹿児島県経済連 抹茶

61 鹿児島県経済連 きんかん

62 鹿児島県経済連 かんしょ

63 鹿児島堀口製茶(有) 茶

鹿児島県

宮崎県

九九州州ブブロロッックク（（1188産産地地））

長崎県

熊本県

7 青森県 青森県漁業協同組合連合会 ホタテ加工品

8 いわて農林水産物国際流通促進協議会 りんご

9 いわて農林水産物国際流通促進協議会 牛肉

10 南気仙沼水産加工事業協同組合 サメ肉

11 (株)ヤマナカ 牡蠣

12 秋田県 大潟村農産物・加工品輸出促進協議会 米・米加工品

13 庄内たがわ農業協同組合 柿

14 河北町 イタリア野菜

15 朝日町果樹組合連絡会議 りんご

宮城県

東東北北ブブロロッックク（（９９産産地地））

岩手県

山形県
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((⽇⽇本本産産⾷⾷材材やや⽇⽇本本⾷⾷のの普普及及))  

海外における⽇本⾷レストランの数については、令和元(2019)年は約 15 万６千店と、
平成 25(2013)年の３倍近くに増加しており、近年、海外での⽇本⾷・⾷⽂化への関⼼が⾼
まっていることがうかがわれます。 

農林⽔産省は、急増している海外の⽇本⾷レストラン等を⽇本産⾷材の輸出拠点として
継続的に活⽤していくため、⺠間が主体となり⽇本産⾷材を積極的に使⽤する海外の飲⾷
店や⼩売店を「⽇本産⾷材サポーター店」として認定する制度を平成 28(2016) 年度に創
設しました。令和２(2020)年度末時点で、前年度に⽐べて 1,293 店増加の 6,069 店が認定
されています(図図表表 11--44--77)。 

また、令和 2(2020)年には、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、海外における
⽇本産⾷材を取り扱っている飲⾷店等が⼀時閉店等の対応を強いられ、海外における⽇本
産⾷材の需要が激減しました。このため、農林⽔産省の補助事業により、JETRO が⽇本
産⾷材サポーター店等と協⼒して⽇本産⾷材の魅⼒を訴求するプロモーションを実施しま
した。 

 

PPRR イイベベンントトのの様様⼦⼦（（上上海海））  PPRR ⽤⽤特特設設ペペーージジ（（タタイイ）） 
  キキャャンンペペーーンン PPRR ⽤⽤ポポススタターー  

（（ベベトトナナムム）） 
  

 
⿅児島県薩摩

さ つ ま
半島
はんとう

の最南端に位置する指宿市
い ぶ す き し

にある⼤吉
だいきち

農園
のうえん

で
は、キャベツを中⼼に⽣産するほか、裏作の枝⾖を出荷・加⼯し
ています。輸出に関⼼があり、平成 30(2018)年 11 ⽉に GFP に登
録しました。 

GFP のサポートのうち輸出診断を活⽤して、輸出商社に係る助
⾔や輸出商社の紹介等を受けたことをきっかけに、マカオの百貨
店で開催された⿅児島物産展でのフリーズドライ枝⾖の出展やシ
ンガポール、⾹港、タイの⼩売店でのキャベツの販売が決まるな
ど、輸出への道が急に開けました。「⼤吉農園のキャベツは、果物
を思わせるほど⽢くておいしい」との評判が現地で広まり、令和
2(2020)年には新たに台湾や⾹港で引き合いがありました。更に輸
出を拡⼤するため、近隣農家と連携するなどして、キャベツの農
地⾯積の拡⼤を図っています。 

今後はキャベツを含めた他の産品の更なる海外販路の開拓を⽬
指しています。 

((事事例例))  GGFFPP でで輸輸出出診診断断がが⾏⾏わわれれ輸輸出出がが実実施施さされれたた事事例例((⿅⿅児児島島県県))  

  
⼤⼤吉吉
おおよし

枝枝
え

美美
み

ささんん  
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((⽇⽇本本⾷⾷・・⾷⾷⽂⽂化化のの発発信信のの担担いい⼿⼿をを育育成成))  

農林⽔産省は⽇本⾷・⾷⽂化の海外発信を強化するため、海外の外国⼈料理⼈の⽇本料
理に関する知識・調理技能を習得度合いに応じて認定する「⽇本料理の調理技能認定制度」
を平成 28(2016)年度に創設しました。令和 2(2020)年度末時点で、前年度に⽐べて 344 ⼈
増加の 1,719 ⼈が認定されています。 

また、海外の外国⼈料理⼈が⽇本料理の知識や調理技能、おもてなしの精神等を⽇本国
内で学ぶ研修を⽀援しており、本研修では、「⽇本料理の調理技能認定制度」の認定も⾏っ
ています。なお、本年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、研修⽣を 招

しょう
聘
へい

する
ことが困難であったことから、海外在住の多くの料理⼈等を対象にオンラインによる研修
を実施しました。これまでの本研修の修了⽣の⼀部は、⺟国で⽇本料理講習会や⽇本⾷イ
ベントを開催するなど、⽇本⾷・⾷⽂化の普及に寄与しています。 

さらに、⽇本⾷・⾷⽂化の魅⼒を広く国内外に効果的に PR するため、平成 26(2014)
年度から、海外の⽇本⾷レストラン等に対してアドバイスを⾏う国内外の⽇本料理関係者
を「⽇本⾷普及の親善⼤使」として任命しており、令和 2(2020)年度末時点で 145 ⼈が任
命されています。「⽇本⾷普及の親善⼤使」は、独⾃で⾏う⽇本⾷・⾷⽂化の普及活動のほ
か、令和 2(2020)年度はオンライン開催となった外国⼈による⽇本料理コンテストの審査
員等を務めました。 
 

((訪訪⽇⽇外外国国⼈⼈旅旅⾏⾏者者のの⽇⽇本本滞滞在在時時のの⾷⾷にに関関すするる体体験験をを促促進進))  
訪⽇外国⼈旅⾏者の⽇本滞在時の⾷に関する体験をきっかけとした⽇本産⾷材の需要拡

⼤・輸出促進を⽬的として、農林⽔産省は平成 30(2018)年に「⾷かけるプロジェクト」を
⽴ち上げました。本プロジェクトでは、⾷と芸術や歴史等、異分野の活動を掛け合わせた
体験を通じて、訪⽇外国⼈旅⾏者の⽇本⾷への関⼼を⾼めるとともに、帰国後も我が国の
⾷を再体験できる環境の整備を推進しています。本プロジェクトの⼀環として、⾷と異分
野を掛け合わせた⾷体験を募集・表彰する「⾷かけるプライズ」を実施し、令和 2(2020)
年 10 ⽉に⼤賞等 15 件を決定しました。表彰事例については、旅⾏商品 Web サイトへの
掲載や体験商品としての磨き上げを⽀援しています。 

 
 

図表 1-4-7 ⽇本産⾷材や⽇本⾷にかかる認定等の実績 

資料：農林⽔産省作成 
 注：令和 2(2020)年度末時点の数値 

(単位：店、⼈)
欧州 アフリカ アジア 中東 ⼤洋州 北⽶ 中南⽶ ⽇本 合計

⽇本産⾷材サ
ポーター店

700 0 4,236 69 138 603 323 - 6,069

⽇本料理の調理
技能認定取得者

173 6 1,337 7 13 137 46 - 1,719

⽇本⾷普及の親
善⼤使

31 1 22 5 6 12 10 58 145
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イイ  ⾷⾷産産業業のの海海外外展展開開のの促促進進  
((広広くく海海外外需需要要をを獲獲得得しし、、「「稼稼ぎぎ」」のの機機会会をを増増加加))  

成⻑著しいアジア地域等で、農林⽔産物・⾷品の輸出のみならず、⾷産業の戦略的な海
外展開を通じて広く海外需要を獲得していくことは、国内⽣産者の販路や稼ぎの機会を増
やしていくことにつながります。このため、農林⽔産省では、平成 26(2014)年度に、⺠間
企業や関係機関・団体等からなるグローバル・フードバリューチェーン(GFVC)推進官⺠
協議会を設置し、農林⽔産物の⽣産から製造・加⼯、流通、消費に⾄る付加価値の連鎖を
グローバルに構築すべく、諸課題の検討や情報の共有、ビジネスマッチング等を⾏ってい
ます。 

令和２(2020)年度においては、11 ⽉に同協議会に中南⽶部会を新設し、世界最⼤の約
210 万⼈の⽇系⼈社会を有する同地域への⽇本産農産物・⾷品の輸出促進の加速化や、我
が国の穀物等の安定的供給元であるブラジルに関し、ブラジル政府が優先的な開発地域と
している北東部の⽣産・流通体制の構築に向けた課題等について、農林⽔産省、国内企業
が意⾒交換を⾏いました。 

国際的にもデータを活⽤した農業への注⽬が⾼まっていることや、スマート農業が環境
対策としても期待されていることから、令和 3(2021)年２⽉には、同協議会に分野別研究
会「スマートフードチェーン」を⽴ち上げ、稲作や施設園芸等、我が国が強みを有する分
野のスマート農業技術の海外への導⼊や、⽣産から加⼯、流通、消費までのデータ連携の
構築等について官⺠で議論を⾏いました。⽇本企業が海外展開していくことを通じ、更な
る技術の改善や量産化によるコスト低減等が図られれば、こうした技術の活⽤等を通じて
国内のスマート農業の発展にも貢献するものと期待されます。同⽇開催されたアフリカ部
会でも、令和 4(2022)年開催予定の第 8 回アフリカ開発会議(TICAD8)を⾒据えて、ICT1技
術を活⽤したアフリカ農業のイノベーションの具体的な進め⽅等について議論を⾏いまし
た。 

また、令和２(2020)年度には、６か国と⼆国間対話等を実施しており、例えば、同年８
⽉には、⼤洋州のパラオ共和国との間で農業協⼒に関するテレビ会議を開催、同国内に⽇
本の⺠間企業等の技術を活⽤して新鮮な野菜や果物の供給体制を構築できないかという観
点から意⾒交換を⾏いました。同年 10 ⽉に開催された第６回⽇仏農政ワーキンググルー
プにおいては、⽇本企業によるフランスへの投資促進に係る⼀元的な相談窓⼝の設置や、
両国の農業⾼校が参加するオンライン会議の開催、フランスで開催予定の⿂の活け締め普
及セミナーへのフランス政府関係者の招待等、今後とも農業・⾷品産業分野における協⼒
を進めることで⼀致しました。 

 

 
1 ⽤語の解説3(2)を参照 
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さらに、同年 12 ⽉には、⽇ベトナム両国の農業⼤⾂の出席の下、第 5 回⽇越農業協⼒

対話ハイレベル会合及び官⺠フォーラムをテレビ会議⽅式で開催し、⺠間企業の投資促進
を図る観点から、園芸作物産地での⾷品加⼯分野の協⼒や、ハノイ、ホーチミン等の⼤都
市近郊での物流インフラ整備や農産物の規格認証に関する協⼒等を深化させていくことを
確認しました。 
 

 
((33))  知知的的財財産産のの保保護護  
アア  地地理理的的表表⽰⽰((GGII))保保護護制制度度  
((GGII 保保護護制制度度のの登登録録産産品品はは 110066 産産品品ととななりり着着実実にに増増加加))  

地理的表⽰(GI)保護制度は、地域ならではの特徴的な産品の名称を知的財産として保護
する仕組みです。同制度に産品を登録することで、模倣品が排除されるほか、登録⽣産者
団体が⾃らの産品の価値を再認識することができるなどの効果が期待されています。 

令和 2(2020)年度は、新たに 12 産品が同制度に登録され、これまでに登録された産品は、
同年度末時点で、40 都道府県と 2 か国の計 106 産品となりました(図図表表 11--44--88)。 

また、⽇ EU・EPA1により、⽇本側 GI72 産品、EU 側 GI89 産品が、令和 3(2021)年 1
⽉ 1 ⽇に発効した⽇英 EPA により⽇本側 GI47 産品、英国側 GI3 産品が相互に保護され
ています。 

 

 
1 ⽤語の解説3(2)を参照 

「「次次期期⽇⽇越越農農業業協協⼒⼒中中⻑⻑期期ビビジジョョンン」」
へへのの署署名名  

試試験験導導⼊⼊さされれたた⽇⽇本本式式⾼⾼度度選選果果機機  
資料：JICA(独⽴⾏政法⼈国際協⼒機構) 

我我がが国国企企業業がが合合弁弁会会社社をを通通じじてて
建建設設ししたた冷冷凍凍冷冷蔵蔵倉倉庫庫  

兵兵庫庫県県⽴⽴農農業業⾼⾼校校ととワワイインンゼゼンンハハイイムム
農農業業⾼⾼校校((フフラランンスス))ののオオンンラライインン会会議議  

北北海海道道⼤⼤野野農農業業⾼⾼校校のの⽣⽣徒徒  
がが描描いいたたフフラランンススのの農農業業⾼⾼校校⽣⽣
ととのの交交流流ををイイメメーージジししたた漫漫画画 
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イイ  家家畜畜遺遺伝伝資資源源保保護護  
((和和⽜⽜遺遺伝伝資資源源のの管管理理･･保保護護ののたためめのの新新制制度度がが開開始始))  

和⽜は、関係者が⻑い年⽉をかけて改良してきた我が国固有の貴重な財産であることか
ら、国内の関係団体等は「和⽜遺伝資源国内活⽤協議会」を設⽴し、和⽜遺伝資源の輸出
⾃粛等の取組を⾏ってきました。 

しかし、平成 30(2018)年６⽉、和⽜遺伝資源である家畜⼈⼯授精⽤精液や受精卵が輸出
検査を受けずに中国に持ち出され、中国当局において輸⼊不可とされた輸出未遂事案が確
認されたことから、我が国における和⽜遺伝資源の保護を求める声が⾼まりました。 

このような情勢を踏まえ、農林⽔産省は、学識経験者や関係団体等から構成する「和⽜
遺伝資源の流通管理に関する検討会」を開催し、流通管理の在り⽅や知的財産としての価
値の保護の可能性について検討を進め、令和元(2019)年７⽉には中間とりまとめが⽰され
ました。また、同年 10 ⽉には、同検討会の下に、法曹実務家、知的財産に関する専⾨家、
オブザーバーとして関係省庁を加えた「和⽜遺伝資源の知的財産的価値の保護強化に関す
る専⾨部会」が開催され、保護強化に向けた課題・対策と知的財産制度上の位置付けの可
能性について検討し、令和２(2020)年１⽉に中間とりまとめが⽰されました。これらの中
間とりまとめの内容を踏まえ、同年３⽉に改正家畜改良増殖法案と家畜遺伝資源法案1が国
会に提出され、同年 4 ⽉に可決・成⽴し、同年 10 ⽉に施⾏されたことにより、和⽜遺伝
資源の管理･保護のための新制度が開始されました(図図表表 11--44--99)。 

改正家畜改良増殖法により、家畜⼈⼯授精所等以外で保存されている家畜⼈⼯授精⽤精
液等の他⼈への譲渡が禁⽌されるなど、家畜遺伝資源の不適正な流通を防⽌するための関
係規程が整備されました。また、家畜遺伝資源法により、和⽜遺伝資源について、知的財
産としての価値の保護を図るため、契約に違反した使⽤や譲渡等に対して差⽌請求や損害

 
1 正式名称は「家畜改良増殖法の⼀部を改正する法律案」と「家畜遺伝資源に係る不正競争の防⽌に関する法律案」 

図表 1-4-8 令和 2(2020)年度に GI 保護制度に登録された産品 

資料：農林⽔産省作成 

物部ゆず
(高知県)

網走湖産しじみ貝
(北海道)

福山のくわい
(広島県)

富山干柿
(富山県)

山形ラ・フランス
(山形県)

徳地やまのいも
(山口県)

えらぶゆり
(鹿児島県)

西浦みかん寿太郎
(静岡県)

河北せり
(宮城県)

清水森ナンバ
(青森県)

甲子柿
(岩手県)

ルックガン ライチ
(ベトナム)
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賠償請求を⾏うことが可能となるとともに、悪質な不正⾏為に対しては刑事罰が適⽤され
るようになりました。 

 

 

図表 1-4-9 和⽜遺伝資源の管理･保護のための新制度 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 新制度のうち、特に精液や受精卵の適正な流通の確保を必要とするものとして農林⽔産⼤⾂が指定する特定家畜⼈⼯授精⽤精液

等に係る制度の概要(①は改正家畜改良増殖法、②は家畜遺伝資源法) 
2) 家畜遺伝資源⽣産事業者とは、種雄⽜等の家畜から精液・受精卵を採取・⽣産し、供給する家畜⼈⼯授精所等を指す。 
3) 家畜⼈⼯授精所とは、家畜の精液・受精卵を⽣産・保管する施設であり、開設には都道府県知事の許可が必要 
 

畜産農家

（自家利用）

国・県
家畜人工授精所以外
（ブローカー、農家）

家畜人工授精所

××

不不正正利利用用

①

②

家畜人工授精所
（種雄牛の飼養者）

家畜人工授精所

（国内利用を条件

とする売買契約） （国内利用を条件とする売買契約）

家畜⼈⼯授精所に業業務務
状状況況のの定定期期報報告告等等を義
務化

第三者の不正利⽤に対する差差⽌⽌請請求求、、損損害害賠賠償償等等

詐欺等による悪悪質質なな不不正正⾏⾏為為にに対対ししててはは、、刑刑事事罰罰をを措措置置
個⼈：10年以下の懲役、１千万円以下の罰⾦（併科可）
法⼈：３億円以下の罰⾦

××
①

容器 (ス トロ ー）へ
の種種雄雄⽜⽜名名等等のの表表⽰⽰
をを義義務務化化

①

譲渡不可（家畜人
工授精所以外での
保存禁止を明文
化）

譲譲渡渡不不可可（（家家畜畜
⼈⼈⼯⼯授授精精所所以以外外
ででのの保保存存禁禁⽌⽌をを
明明⽂⽂化化））

精液・受精卵の譲渡等
記録を義務化
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